
 １１月 １１日 庁議提出案件           資料No.１  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                教育部長 春山 裕  （TEL）0276-20-7080  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市宝南センター条例の一部改正について 

 

 

【 目 的 】 

  太田市宝南センターの屋内運動場は、竣工後約４０年を経過して老朽化が著しく、平成２

５年実施の耐震診断では補強が必要な建物と判定されたのに伴い、利用者の安全確保を図る

べく建物の使用を中止するため、条例の一部を改正するものです。 

 

 

【 概 要 】 

Ⅰ 改正内容 

第３条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とする。 

 

Ⅱ 施行期日（予定） 

令和３年４月１日 

 

Ⅲ 建物概要 

１ 建 物 の 名 称    太田市宝南センター 屋内運動場 

２ 建物 の 所在 地    太田市泉町１４０５番地 

３ 構造及び延床面積    鉄骨造金属葺平屋建て 床面積６９９㎡ 

 

Ⅳ その他 

  令和２年１２月定例会に議案を提出する予定です。 

 

 

【 備 考 】 

 ＊ 問い合わせ先   教育部 青少年課 指導係  ２０－７０８２（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

 

 



 １１月１１日 庁議提出案件           資料No.２     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 栗原 直樹 内線２２００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

人事院は、国家公務員の給与について本年１０月７日に勧告（期末手当の引下げ）を行い

ました。 

地方公務員の給与改定は、国家公務員に準じて行われており、その原則を踏まえて、所要

の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 令和２年１２月期の期末手当支給率の改定（令和２年１２月１日施行） 

区分 現行 改正後 増 減 

６月期 

（課長職以上の職員） 

１．３００ 

（１．１００） 

１．３００ 

（１．１００） 
― 

１２月期 

（課長職以上の職員） 

１．３００ 

（１．１００） 

１．２５０ 

（１．０５０） 
 △０．０５０ 

期末手当合計 
２．６００ 

（２．２００） 

２．５５０ 

（２．１５０） 
 △０．０５０ 

   ※期末勤勉手当の年間支給率は、４．５０月から４．４５月に引下げ。 

 

２ 令和３年度の期末手当支給率の改定（令和３年４月１日施行） 

区分 改正前 改正後 増 減 

６月期 

（課長職以上の職員） 

１．３００ 

（１．１００） 

１．２７５ 

（１．０７５） 
 △０．０２５ 

１２月期 

（課長職以上の職員） 

１．２５０ 

（１．０５０） 

１．２７５ 

（１．０７５） 
  ０．０２５ 

期末手当合計 
２．５５０ 

（２．１５０） 

２．５５０ 

（２．１５０） 
― 

   ※期末勤勉手当の年間支給率は、４．４５月。 

 

３ その他 

 １２月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １１月１１日 庁議提出案件           資料No.３     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 栗原 直樹 内線２２００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  市長等の給与に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

人事院の給与勧告は「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける国家公務員を対

象としております。内閣総理大臣等の給与は「特別職の職員の給与に関する法律」の規定に

より支給され、期末手当等については「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける

職員の例によることとされています。 

つきましては、市長等の給与については国の例に準じていることから、人事院の給与勧告

への対応を図るため、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 期末手当支給率の改正 

 １ 令和２年度（令和２年１２月１日施行） 

区 分 現 行 改正後 増 減 

６月期 ２．２５０ ２．２５０ － 

１２月期 ２．２５０ ２．２００  △０．０５０ 

合 計 ４．５００ ４．４５０  △０．０５０ 

 

 ２ 令和３年度（令和３年４月１日施行） 

区 分 改正前 改正後 増 減 

 ６月期 ２．２５０ ２．２２５  △０．０２５ 

１２月期 ２．２００ ２．２２５   ０．０２５ 

合 計 ４．４５０ ４．４５０ － 

 

３ その他 

    １２月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １１月１１日 庁議提出案件           資料No.４     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 栗原 直樹 内線２２００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

人事院の給与勧告は「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける国家公務員を対

象としております。国会議員の歳費は「国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律」の

規定により支給され、期末手当については同法の規定で内閣総理大臣等の給与を規定する

「特別職の職員の給与に関する法律」の例により「一般職の職員の給与に関する法律」の適

用を受ける職員の例によることとされています。 

つきましては、太田市議会の議員の議員報酬等については国の例に準じていることから、

人事院の給与勧告への対応を図るため、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 期末手当支給率の改正 

 １ 令和２年度（令和２年１２月１日施行） 

区 分 現 行 改正後 増 減 

６月期 ２．２５０ ２．２５０ － 

１２月期 ２．２５０ ２．２００  △０．０５０ 

合 計 ４．５００ ４．４５０  △０．０５０ 

 

 ２ 令和３年度（令和３年４月１日施行） 

区 分 改正前 改正後 増 減 

 ６月期 ２．２５０ ２．２２５  △０．０２５ 

１２月期 ２．２００ ２．２２５   ０．０２５ 

合 計 ４．４５０ ４．４５０ － 

 

３ その他 

    １２月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １１月１１日 庁議提出案件           資料No.５     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 栗原 直樹 内線２２００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

人事院は、国家公務員の給与について本年１０月７日に勧告（期末手当の引下げ）を行い

ました。本勧告は「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける国家公務員を対象と

したものですが、地方公務員の給与改定は、国家公務員に準じて行われており、その原則を

踏まえて、会計年度で任用されている非正規職員においても給与勧告に基づき期末手当の引

下げを行うため、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 令和３年度の期末手当支給率の改定（令和３年４月１日施行） 

区 分 現 行 改正後 増 減 

６月期 １．３００ １．２７５  △０．０２５ 

１２月期 １．３００ １．２７５  △０．０２５ 

合 計 ２．６００ ２．５５０  △０．０５０ 

 

２ 給与改定関係以外 

 第３条１項において、会計年度任用職員の給料決定を、採用された日の属する会計年度の

４月１日において現に施行されている給料表を適用することを明確化するために改正を行

います。 

 

３ その他 

 １２月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 


